
札幌市
企業経営動向調査
令和８年度上期調査　結果概要

■お問い合わせ先■ 札幌市経済観光局産業振興部経済企画課

電話番号：011-211-2352

メールアドレス：keizaikikaku-kikaku1@city.sapporo.jp

業種別などの詳細な調査結果は令和８年度下期の調査結果と併せて
令和９年４月頃に公表予定です



1.調査実施要領

令和８年８月～９月（回答期間：令和８年８月２１日～９月１１日）

※昭和６１年度下期（昭和６２年２月実施）以来、毎年度２回（上期・下期）実施

札幌市内に事業所を有する企業（個人事業者を含む）及び団体２,０００社【有効回答８６２社】

【定例質問】

　①市内及び業界の景気状況（令和８年度上期の状況及び令和８年度下期見込み）

　②企業の経営状況（令和８年度上期の状況及び令和８年度下期見込み）

【特定質問（トレンド・トピック）】

　➂価格転嫁の状況について

　④外国人労働者について

　⑤中東情勢の影響（ナフサ不足等）について

調査対象

調査時期

調査内容
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1.調査実施要領

WEB回答方式によるアンケート調査

※過去の調査では返信用封筒による紙調査票の返送を基本としていたが、令和６年度上期調査から全ての回答を　

WEB回答方式で受付している。

①本店または本社の所在地 　　③業種構成

市内 ８３４社（９６.８％）

市外 　２８社（　３.２％）

②企業規模

大企業 　４４社（　５.１％）

中小企業 ８１８社（９４.９％）

　※中小企業基本法の分類に基づく

調査方法

回答企業（８６２社）の概要
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業種 市内(社) 市外(社) 合計(社) 構成比(%)

建設業 82 3 85 9.9

製造業 35 1 36 4.2

卸売業 61 2 63 7.3

小売業 122 1 123 14.3

金融・保険・不動産業 106 3 109 12.6

飲食・宿泊サービス業 94 7 101 11.7

運輸業 28 1 29 3.4

情報通信業 19 0 19 2.2

その他サービス業 287 10 297 34.5

計 834 28 862 100.0



2.調査結果の概要

■市内景況判断B.S.I.※は前期調査と比べて横ばい→、来期（令和８下期）見通しは上昇↑となっている。

■「経営状況」「売上高」「従業員」は下降↓しているが、「経常利益」は上昇↑ となっている。

　「業界の景気」「設備投資」は横ばい→となっている。

■経営上の問題点としては、１位「諸経費の増加」２位が同率で「仕入価格の上昇」「人手不足」となった。

【B.S.I.（景況判断指数 Business Survey Index）】

＝「前期と比べて上昇（増加）と回答した企業の割合」-「前期と比べて下降（減少）した企業の割合」

景気、企業の業績等について、プラスの場合は上昇過程にあると判断され、マイナスの場合は下降過程にあると判断される

（マイナスを▲と表示）。

札幌市内の景況感は横ばいの状況

項目別B.S.I. の推移
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対象期間

市内の景気 業界の景気 経営状況 売上高 経常利益 設備投資 従業員

R8上 R8下 R8上 R8下 R8上 R8下 R8上 R8下 R8上 R8下 R8上 R9上 R8上 R8下

（見通し） （見通し） （見通し） （見通し） （見通し） （見通し） （見通し）

全業種
▲ 10.2 ▲ 8.0 ▲ 16.7 ▲ 13.0 ▲ 1.0 ▲ 0.8 3.0 ▲ 3.3 ▲ 6.4 ▲ 12.3 41.2% 37.5% 2.9 4.7

- ↗ - ↗ ↘ - ↘ ↘ ↗ ↘ - ↘ ↘ ↗



3.調査結果（定例質問）

問1．(1) 【札幌市内の景気】

R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、R7年度下

期（R7年10月～R8年3月）に比べ 

令和８年上期の市内の景況については、「上

昇」とみる企業の割合（14.2％）から「下降」

とみる企業の割合（24.4％）を減じた 市内景況

判断B.S.I.は▲10.2と、前期（▲10.8）から横

ばい→となっている。

問1．(2) 【札幌市内の景気】

R8年度下期（R8年10月～R9年3月）は、R8年度上

期（R8年4月～R8年9月）に比べ

令和８年度下期の市内景況判断B.S.I.（見通

し）は▲8.0と上昇↑となっている。

問1.札幌市内の景気（前期比）
市内景況
判断
B.S.I

※以降のページに掲載するグラフの構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある

［年度/期］
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▲ 31.7 ▲ 7.0 ▲ 10.2 6.2 ▲ 0.7 ▲ 1.0 ▲ 5.4 ▲ 11.0 ▲ 10.8 ▲ 10.2 ▲ 8.0



3.調査結果（定例質問）

問1.札幌市内の景気　B.S.I 推移 　S62年上期～

［年度/期］
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3.調査結果（定例質問） 

問2．(1) 【貴社の属する業界の景気】

R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、R7年度下

期（R7年10月～R8年3月）に比べ 

令和８年上期の業界の景気については、前期に

比べ「上昇」とみる企業の割合（11.8％）から

「下降」とみる企業の割合（28.5％）を減じた

業界景況判断B.S.I.は▲16.7と、前期

（▲16.8）から横ばい→となっている。

問2．(2) 【貴社の属する業界の景気】

R8年度下期（R8年10月～R9年3月）は、R8年度上

期（R8年4月～R8年9月）に比べ 

令和８年度下期の業界景況判断B.S.I.（見通

し）は▲13.0と今期から上昇↑となっている。

問2.業界の景気（前期比）
業界景況
判断
B.S.I

［年度/期］
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▲ 31.9 ▲ 12.4 ▲ 13.8 ▲ 3.3 ▲ 13.6 ▲ 7.6 ▲ 7.2 ▲ 17.3 ▲ 16.8 ▲ 16.7 ▲ 13.0



3.調査結果（定例質問） 

問3．(1) 【貴社の経営状況】 

R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、前年度同

期（R7年4月～R7年9月）に比べ 

令和８年度上期の経営状況については、前期に

比べ「好転」とみる企業の割合（22.9％）から

「悪化」とみる企業の割合（23.9％）を減じた

経営状況判断B.S.I.は▲ 1.0と、前期（0.1）か

ら下降↓となっている。

問3．(2) 【貴社の経営状況】 

R8年度下期（R8年10月～R9年3月）は、前年度同

期（R7年10月～R8年3月）に比べ 

令和８年度下期の経営状況判断B.S.I.（見通

し）は▲ 0.8と今期から横ばい→となっている

問3.経営状況（前年同期比）
経営景況
判断
B.S.I

［年度/期］
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▲ 20.8 ▲ 2.7 ▲ 0.2 4.8 3.6 2.3 3.1 ▲ 2.6 0.1 ▲ 1.0 ▲ 0.8



3.調査結果（定例質問） 

問4．(1) 【貴社の売上高（生産高）】 

R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、前年度同

期（R7年4月～R7年9月）に比べ 

令和８年度上期の売上高については、前期に比

べ「増加」と回答した企業の割合（28.3％）か

ら「減少」と回答した企業の割合（25.3％）を

減じた売上高判断B.S.Iは3.0と、前期（5.2）か

ら下降↓となっている。

問4．(2) 【貴社の売上高（生産高）】 

R8年度下期（R8年10月～R9年3月）は、前年度同

期（R7年10月～R8年3月）に比べ 

令和８年度下期の売上高判断B.S.I（見通し）は

▲3.3と今期から下降↓となっている。

問4.売上高（前年同期比）
売上高
判断
B.S.I

［年度/期］
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▲ 22.3 ▲ 3.0 2.7 7.3 1.2 0.7 6.2 1.8 5.2 3.0 ▲ 3.3



3.調査結果（定例質問） 

問5．(1) 【貴社の経常利益】 

R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、前年度同

期（R7年4月～R7年9月）に比べ 

令和８年度上期の経常利益については、前期に

比べ「増加」と回答した企業の割合（22.7％）

から「減少」と回答した企業の割合（29.1％）

を減じた経常利益判断B.S.I.は▲6.4と、前期

（▲7.5）から上昇↑となっている。

問5．(2) 【貴社の経常利益】 

R8年度下期（R8年10月～R9年3月）は、前年度同

期（R7年10月～R8年3月）に比べ 

令和８年度下期の経常利益判断B.S.I.（見通

し）は▲12.3と今期から下降↓となっている。

問5.経常利益（前年同期比）
経常利益
判断
B.S.I

［年度/期］
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▲ 26.9 ▲ 12.4 ▲ 10.8 ▲ 6.3 ▲ 10.6 ▲ 9.0 ▲ 4.9 ▲ 10.3 ▲ 7.5 ▲ 6.4 ▲ 12.3



3.調査結果（定例質問） 

問6． 【貴社の資金繰り】 

R8年度上期（R8年4月～R8年9月）の貴社の資金

繰りは 

R8年度上期（R8年4月～R8年9月）の資金繰りに

ついては、「どちらでもない」が60.1％で最も

多く、次いで「楽である」が20.0％、「苦し

い」が18.6％となっている。

問6.資金繰り
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全業種（N=862）



3.調査結果（定例質問） 

問7．(1) 【貴社の設備投資】 

これまでの1年間（R7年8月～R8年7月）

「過去１年間」に設備投資を実施した企業の割

合は、41.2％と前期（40.5％）から横ばい→と

なっている。

問7．(3) 【貴社の設備投資】 

今後１年間（R8年8月～R9年7月） 

「今後１年間」に設備投資を実施する予定と回

答した企業の割合は37.5％と今期から下降↓の

見通しとなっている。

※(2) ,(4)の設問では投資する主な理由について調査。

問7.設備投資

［年度/期］
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太線は実績
点線は来期見通し



3.調査結果（定例質問） 

問8．(1) 【貴社の従業員数（常用雇用者数）】 

R8年9月末現在は、前年同月（R7年9月末）に比

べ

 

令和８年９月末の従業員数については、令和７

年９月末より「増加」する見込みと回答した企

業の割合（15.3％）から「減少」する見込みと

回答した企業の割合（12.4％）を減じた従業員

数判断B.S.I.は2.9と、前期（4.6）から下降↓

となっている。

問8．(2) 【貴社の従業員数（常用雇用者数）】 

R9年3月末現在は、前年同月（R8年3月末）に比

べ 

令和９年度３月末の従業員数判断B.S.I.（見通

し）は4.7と今期から上昇↑となっている。

問8.従業員数（前年同月比）
従業員数判

断
B.S.I

［年度/期］
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▲ 5.4 ▲ 0.3 1.9 5.7 2.8 4.6 4.9 5.4 4.6 2.9 4.7



3.調査結果（定例質問） 

問9． 【人材の確保状況】 

貴社における新たな人材の確保状況についてお

答えください(当てはまるもの1つ)。 

人材の確保状況については、「確保できていな

い（確保したいが、人材の応募がないため）」

が30.2％で最も多く、次いで「確保する必要が

ない（人材が充足しているため、採用活動をす

る必要はない)」が24.1％、「確保できている

（採用目標を達成している）」が21.2％となっ

ている。

 また、「確保できている」と「確保する必要が

ない（人材が充足しているため、採用活動をす

る必要はない)」の合計は45.3％であるのに対

し、「確保できていない（人材の応募がない・

よい人材がいない・新たに人材確保する余裕が

ない）」の合計は54.0％となっている。

問9.人材の確保状況
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全業種（N=862）



3.調査結果（定例質問） 

問10． 【経営上の問題点】 

貴社にとって、現在もっとも重要な課題と思わ

れるものは何ですか（当てはまるもの3つ以

内）。 

経営上の問題点としては、1位「諸経費の増

加」、2位が同率で「仕入価格の上昇」「人手不

足」となっている。

 前期と比較すると、「収益率の低下」「売上不

振」は横ばい→、「諸経費の増加」「仕入価格

の上昇」「人手不足」は下降↓している。

問10.経営上の問題点

［年度/期］
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3.調査結果（定例質問） 

問11． 【経営改善に関する企業の取組内容】 

貴社において、経営改善を図る上で、取り組ん

でいる※1、または取り組もうとしている 事項

についてお答えください（当てはまるもの全

て）。
※1　過去に取り組んだ実績があり、その状態が現在まで継

続している場合を含む。

経営改善を図るための取組内容については、

 上位から順に「人材育成・人材確保」「AIを活

用した業務効率化や生産性向上による高付加価

値化」「新製品・サービス開発や新分野進出、

新市場への販路拡大」となっている。

 今回調査から追加した「AIを活用した業務効率

化や生産性向上による高付加価値化」は27.5

％、「スタートアップ等の新興企業との協業」

は1.3％となっている。

 

問11.経営改善等に関する取組

16全業種（N=862）

取り組んでいる、または
取り組もうとしている：80.0％



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問12．(1) 【価格転嫁の状況について】

物価高騰は、貴社の経営にどの程度影響を与え

ていますか。

物価高騰による経営への影響については、「か

なり影響がある」が51.5％で最も多く、次いで

「少しは影響がある」が38.1％、「危機的な影

響がある」が5.9％となっている。

 また、「危機的な影響がある」「かなり影響が

ある」「少しは影響がある」と、何らかの影響

があると回答した企業は95.5％に上る。そのう

ち、「危機的な影響がある」または「かなり影

響がある」と回答した企業は57.4％となってい

る。

問12.価格転嫁の状況

物価高騰による経営への影響
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全業種（N=862）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問12．(2) 【価格転嫁の状況について】

物価や原材料費、人件費などの諸経費の上昇分

を販売価格に転嫁できていますか。

物価や原材料費、人件費などの諸経費の価格転

嫁状況については、「一部しか価格転嫁できて

いない」が30.4％で最も多く、次いで「半分ほ

どしか価格転嫁ができていない」が21.8％、

「ほとんど価格転嫁できていない」が16.0％と

なっている。

 また、「半分ほどしか価格転嫁ができていな

い」「一部しか価格転嫁できていない」「ほと

んど価格転嫁できていない」「全く価格転嫁で

きていない」と回答した企業の合計は76.9％と

なっている。

問12.価格転嫁の状況

価格転嫁状況
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全業種（N=862）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問12．(3) 【価格転嫁の状況について】

問12(2)で3．～6．を選択した方に伺います。 

価格転嫁を思うように実施できない理由は何で

すか（当てはまるもの全て）。 

価格転嫁ができない理由については、上位から

順に「競合他社との価格競争」「コスト上昇

ペースが速く転嫁が追いつかない」「取引先と

の交渉が困難」となっている。

問12.価格転嫁の状況

価格転嫁できない理由

19
全業種（N=663）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問12．(4) 【価格転嫁の状況について】

物価や原材料費、人件費などの諸経費の上昇に

対して、既に実施している、またはこれから実

施を検討している取組は何ですか（当てはまる

もの全て）。

諸経費の上昇に対して、既に実施している、ま

たはこれから実施を検討している取組について

は、上位から順に「経費（人件費以外）の削

減」「商品・サービスの販売価格への転嫁」

「取引先との交渉・協力依頼」となっている。

問12.価格転嫁の状況

諸経費の上昇に対する取組

20
全業種（N=862）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問13．(1) 【外国人労働者について】

貴社における現在の外国人労働者の雇用状況に

ついてお答えください。

外国人労働者の雇用状況については、「外国人

労働者を雇用していない」が87.5％で最も多

く、次いで「専門的な技術や知識を持つ『高度

人材』を雇用している」が5.8％、「専門的な技

術や知識を必要としない『単純労働者』を雇用

している」が4.9％となっている。

 また、「高度人材を雇用している」「単純労働

者を雇用している」「高度人材と単純労働者を

雇用している」と回答した企業の合計は11.2％

となっている。

問13.外国人労働者について

現在の外国人労働者の雇用状況
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全業種（N=862）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問13．(2) 【外国人労働者について】

問13(1)で1．～3．を選択した方に伺います。

 雇用している外国人労働者の平均的な日本語レ

ベル※についてお答えください。 
※　日本語を母語としない人たちの日本語能力を測定し認

定する「日本語能力試験」の認定目安（最も難しいレベル

がN1、最もやさしいレベルがN5）による

雇用している外国人労働者の平均的な日本語レ

ベルについては、「N2レベル」が31.3％で最も

多く、次いで「N3レベル」が30.2％、「N1レベ

ル」が17.7％となっている。

 また、「N1レベル」「N2レベル」「N3レベル」

と回答した企業の合計は79.2％となっている。

問13.外国人労働者について

雇用している外国人労働者の平均的な日本語レベル
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全業種（N=96）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問13．(3) 【外国人労働者について】

問13(1)で1．～3．を選択した方に伺います。

雇用している外国人労働者の在留資格について

お答えください(当てはまるもの全て)。

雇用している外国人労働者の在留資格について

は、上位から順に「技術・人文知識・国際業

務」「特定技能1・2号」「その他」となってい

る。

問13.外国人労働者について

雇用している外国人労働者の在留資格

23
全業種（N=96）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問13．(4) 【外国人労働者について】

貴社における今後の外国人労働者の雇用の意向

についてお答えください。

今後の外国人労働者の雇用意向については、

「外国人労働者を雇用する予定はない」が73.3

％で最も多く、次いで「現状の雇用状況を維持

したいと思っている」が13.6％、「高度人材を

雇用したいと思っている」が4.4％となってい

る。

 また、「高度人材を雇用したいと思っている」

「単純労働者を雇用したいと思っている」「高

度人材と単純労働者を雇用したいと思ってい

る」と回答した企業の合計は12.0％となってい

る。

問13.外国人労働者について

今後の外国人労働者の雇用の意向
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全業種（N=862）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問13．(5) 【外国人労働者について】

問13(4)で1．～3．を選択した方に伺います。

雇用したいと思っている外国人労働者の日本語

レベルについてお答えください。 

雇用したいと思っている外国人労働者の日本語

レベルについては、「N2レベル」が39.4％で最

も多く、次いで「N3レベル」が30.8％、「N1レ

ベル」が16.3％となっている。

 また、「N1レベル」「N2レベル」「N3レベル」

と回答した企業の合計は86.5％となっている。

問13.外国人労働者について

雇用したい外国人労働者の日本語レベル
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全業種（N=104）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問13．(6) 【外国人労働者について】

外国人労働者を雇用する際の課題または外国人

労働者を雇用の対象としない理由は何ですか(当

てはまるもの全て)。

外国人労働者を雇用する際の課題または外国人

労働者を雇用の対象としない理由については、

上位から順に「日本人労働者だけで充足してい

る」「外国人労働者の日本語能力」「労働慣習

や文化の違い」となっている。

問13.外国人労働者について

外国人労働者雇用の課題または雇用の対象としない理由

26
全業種（N=862）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問14．(1) 【中東情勢の影響について】

中東情勢の緊迫化や長期化は、貴社の経営にど

の程度影響を与えていますか。

中東情勢の緊迫化や長期化による経営への影響

については、「少しは影響がある」が44.1％で

最も多く、次いで「かなり影響がある」が38.2

％、「影響はない」が12.2％となっている。

 また、「危機的な影響がある」「かなり影響が

ある」「少しは影響がある」と、何らかの影響

があると回答した企業は86.6％に上る。そのう

ち、「危機的な影響がある」または「かなり影

響がある」と回答した企業は42.5％となってい

る。

問14.中東情勢の影響（ナフサ不足等）について

中東情勢の緊迫化や長期化による経営への影響
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全業種（N=862）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問14．(2) 【中東情勢の影響について】

問14(1)で1．～3．を選択した方に伺います。

中東情勢に伴い、貴社で具体的に発生している

影響は何ですか（当てはまるもの全て）。

中東情勢に伴う具体的な影響については、上位

から順に「エネルギーコストの高騰」「原材料

・部材等の仕入れ価格の高騰」「ナフサ等の石

油化学系原材料・部材の調達不足・納期遅延」

となっている。

問14.中東情勢の影響（ナフサ不足等）について

中東情勢に伴い発生している具体的な影響

28
全業種（N=746）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問14．(3) 【中東情勢の影響について】

中東情勢の緊迫化や長期化は、今後の貴社の経

営にどの程度影響を与える懸念がありますか。

中東情勢の緊迫化や長期化による今後の経営へ

の影響については、「少しは影響が懸念され

る」が44.2％で最も多く、次いで「かなり影響

が懸念される」が40.6％、「懸念はない」が8.7

％となっている。

 また、「危機的な影響が懸念される」「かなり

影響が懸念される」「少しは影響が懸念され

る」と、何らかの影響が懸念されると回答した

企業は89.9％に上る。そのうち、「危機的な影

響が懸念される」または「かなり影響が懸念さ

れる」と回答した企業は45.7％となっている。

問14.中東情勢の影響（ナフサ不足等）について

中東情勢の緊迫化や長期化による今後の経営への懸念
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全業種（N=862）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問14．(4) 【中東情勢の影響について】

問14(3)で1．～3．を選択した方に伺います。

中東情勢に伴うコスト増や供給懸念に対し、現

在実施している、または検討している調達・経

営面の対応は何ですか（当てはまるもの全

て）。

中東情勢に伴うコスト増や供給懸念に対し、現

在実施している、または検討している調達・経

営面の対応については、上位から順に「商品・

サービスの販売価格への転嫁」「特別な対応は

できていない（対応が困難）」「原材料・燃料

の調達先（仕入れ先）の変更・分散」となって

いる。

問14.中東情勢の影響（ナフサ不足等）について

中東情勢に伴い現在実施または検討している調達・経営面の対応

30
全業種（N=775）



4.調査結果（特定質問　トレンド・ピック）

問14．(5) 【中東情勢の影響について】

中東情勢の影響に対して、行政に期待する支援

策は何ですか（当てはまるもの全て）。 

中東情勢の影響に対し行政に期待する支援策に

ついては、上位から順に「燃料費・エネルギー

コストに対する直接的な補助・助成」「資金繰

り支援（特別融資制度、利子補給等）の拡充」

「中東情勢や原材料供給等に関するタイムリー

な情報提供」となっている。 

問14.中東情勢の影響（ナフサ不足等）について

中東情勢の影響に対し行政に期待する支援策
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全業種（N=862）



5.調査票
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5.調査票
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